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● クライストチャーチの震災復興について 

 

団員 若江 進 

 

 ２０１１年（平成２３年）３月１１日に発生した東日本大震災や東京電力福

島第１原発事故により、我が国の太平洋沿岸の東北地方は、戦後最大の被害を

受け、今なお、震災がれきの処理や生活再建等多くの課題を抱える中、国は、

震災から５年で１９兆円の復興予算を投じ、復興庁を設置し復興を行うことと

している。 

 さて今回訪問のニュージー

ランドのクライストチャーチ

市は、２０１１年（平成２３年）

２月２２日の１２時５１分に

発生したカンタベリー地震（ク

ライストチャーチ地震ともい

う）で大きな被害を受けた。 

 震源地は、クライストチャー

チ近郊のリトルトン付近で震

源の深さは、約５ｋｍと推定さ

れマグニチュードは、６．３であった。 

 なお、この前年の９月４日にもマグニチュード７．１の地震に見舞われてい

たが、今回の震源地は市内に近く浅かったこともあり大きな被害をもたらし、

死者は、語学留学していた日本人学生２８人を含む１８５人にも上った。 

その他の被害状況は、市のシンボルであるクライストチャーチ大聖堂が倒壊

したことに加え、市内の停電世帯は約２万世帯で、全世帯の１５％、断水世帯

は約５万世帯で、全体の５５％にも及び、空港も閉鎖され、液状化現象は観測

史上最大規模となった。 

倒壊や崩壊の危険がある建物は、市内で約４，２００棟となり被害総額は、

約１５０億ニュージーランドドル（１ニュージーランドドル６５円換算で約９，

７５０億円、以下同様）と試算され、特に被害の甚大な市中心部の商業地区で

 
（クライストチャーチ市庁舎から市中心地を望む） 
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は、失業者が約５万人に上ったと推定されている。 

また、大聖堂周辺の中心

商業地は、地震発生から１

年８ヶ月経過したにもかか

わらず４つの通りは立ち入

り禁止であり、大聖堂やそ

の周辺のビル等に近寄るこ

とは、許されなかった。 

全体の復興費用としては、

３００億ニュージーランド

ドル（約１兆９，５００億

円）を見込んでいる。これ

は、同国のＧＤＰ約１，９００億ニュージーランドドルの１５％以上にあたる。 

国際支援は、翌２３日に日本の支援準備調査団が到着。２４日には、日本の

国際緊急援助隊、オーストラリア、シンガポール、台湾、２５日には、アメリ

カ、イギリス、２６日には、中国から援助隊がそれぞれ到着した。 

日本の国際緊急援助隊は、団長（外務省）副団長（警察庁、総務省消防庁、

海上保安庁、ＪＩＣＡから各１名）、救急救助要員４３名、救助犬ハンドラー４

名、通信隊員２名、医療関係者５名、構造評価専門家１名、業務調整員６名（Ｊ

ＩＣＡ３名を含む）の計６６名と救助犬３頭であった。 

震災復興は、市だけでは対

処できず国からの支援の下で

行われており、空港は、地盤

が強く滑走路が無傷であった

ことや震災３カ月後に新滑走

路が完成したこともあり世界

各国から多数のジャンボジェ

ット機等の救援機が到着した。 

３月２９日には、カンタベ

リー地震復興庁を設置し、４

 
（市中心部は立入り禁止となっている） 

 

（ティム・ハンター観光局ＣＥＯとの質疑応答） 
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月には、カンタベリー地震復興法を制定した。 

この法律の注目点は、あらゆる建物の取り壊しや強制収容ができることにな

っており、特に被害の大きい地区を中心に家屋の買い取りも行われた。 

 

復興計画案は、市民からの意見公募を行いクライストチャーチ市が作成した

最新の復興計画案のブループリントプランは、１０万件を超える市民の意見を

反映し、被害の大きかった中心地は更地とし、エイボン川周辺を緑地帯とし歩

道やサイクリングロード、あるいは催物会場を整備し、その周辺にホテルを建

設していこうとの計画案であった。 

ただ、重機や人員不足のためビル等の解体は、未だ続いており非常に遅れて

いると感じた。 

 


